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は じ め に
農民工は都市部の非農業セクターに従事する産業労働者の性質を持つ一方，農業戸籍を持
つ農民でもある。戸籍を故郷から現住地に移すことが許されない，単身での出稼ぎ型就業者
が多い，自らの生活を切り詰めて故郷に残された親や子供に送金をする，伝統的な血縁・地
縁関係に頼って暮らしや仕事の中の困難を乗り切る。これらは農民工という社会集団に付き
まとう世間のイメージであろう。
本稿の狙いは，独自のアンケート調査を利用して，農民工の故郷とのつながり，出稼ぎ先
での暮らし方を多面的に考察し，その実態と特徴を浮き彫りにすることである1)。第１節で
は，農民工が送り出されるその実家の社会経済的状況，ならびに，農民工の実家との経済的
関係を考察する。第２節では農民工の居住，消費支出，健康と医療など日常的な生活状況を
明らかにし，農民工のもつ社会的特質を析出する。第３節では，厳しい制度環境の中，伝統
的なネットワークを活用しながら巧みに暮らす農民工の異郷生活を描き出す。
１．農民工とその実家
農民工を送り出す農家サイドでの調査研究から，出稼ぎ世帯および出稼ぎ者の属性や移動
の規定要因に関する多くの知見が得られている。たとえば，地域社会で中レベルの所得を得
る農家層が出稼ぎ者を生み出す確率が高い，高卒者など教育水準の比較的高い者が地元に留
まって就職する傾向が強い，などである (杜鷹・白南生編 1997；白南生・宋洪遠編 2002；
厳善平 2005)。
この節では，都市部に移動して暮らす農民工の実家およびその実家との関係について，
2008年７月に広東省の珠江デルタに立地する，９市で働く農民工を対象としたアンケート調
査2）の個票データ (2500余人) に基づいて考察する。
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2008年珠江デルタ９市農民工アンケート調査に基づく
1) 本稿と同じ調査資料を用いてまとめた既刊論文に厳善平 (2009a；2009b；2009c) があり，農民工
の就業と賃金，権利保障，進路選択 (定住か帰郷) について分析している。
2）調査方法や調査項目については厳 (2009a) を参照されたい。
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1.1 世帯員数で測る世帯規模の大きさ
珠江デルタ調査によれば，農民工が出稼ぎに行く前の世帯員数は自分を含め5.16人，調査
時に家計が一体化している世帯員数が4.25人となっている。これは国家統計局の行う全国農
家家計調査の4.03人 (2008年)，あるいは著者が08年２月に江西省・安徽省・湖北省・湖南
省で行った農家調査 (中部４省調査) の3.80人より大きい。出稼ぎ労働を提供できる農家に
世帯員数の多い大家族が多く含まれているからであろう。この点について世帯員数別でみた
調査対象者の構成を示す図１からも確認することができる。
同図では，横軸は世帯員数，縦軸は世帯員数別の回答者構成比を表わし，中には４本の折
れ線が描かれている。世帯員数でみる場合，４人世帯が最も多い点で共通性が見られる一方，
農家サイドで行った中部４省調査では３人以下，農民工サイドで行った珠江デルタ調査では
５人以上，の割合が高い。その影響で実家から２人以上の出稼ぎ者が出ている回答者は４分
の３にも上る。
1.2 実家の経済状況
表１は調査対象から抜き出した，回答者の多い９省市出身の農民工が属する実家の土地，
収入状況について集計したものである。数字は，調査員が質問表に基づきながら，農民工か
ら聞き出したものの集計値であり，正確さを欠くものが多くあると考えられる。また，収入
に関しては，現金収入か，物財費を除いた純収入かについても明確な定義がない (これは調
査設計上の問題だ)。したがって，同表に示された数字は大まかな傾向を掴むためのもので
あって，厳密な所得統計ではない。この点を留意されつつ，農民工の実家の経済構造に関す
る特徴を指摘しよう。
①農民工たるものは，農業戸籍を持ち，村から集団所有の耕地を請け負う権利を法律によ
り保障されている。たとえ常時村を離れ都市部で非農業の仕事に従事している者もその請負
経営権を持つことができる。表１には各省市の農民工世帯における１人当たりの請負耕地
(同一家計の人数で算出) が示されている。一見してわかるように，地域によって土地の規
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図１ 世帯員数にみる調査対象者の構成比
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模に大きなばらつきがある。湖南省，河南省からの農民工ではその実家の土地規模が広東省
の３倍ぐらいにもなるのだ。
②同一家計の世帯員数で算出された１人当たりの年収も地域間で一定の差がみられる。共
通点もある。国家統計局が各地で行った農家家計調査に基づく2008年の１人当たり純収入と
比べて，農民工世帯の年収水準が４～７割高い。ただし，所得の低い貴州省が1.4倍も高い
のに対して，所得の高い広東省が２割高に留まる。出稼ぎによる農家所得の底上げ効果が明
確に表れたのである。それとも関連して，農民工世帯では総収入の８割超も非農業収入に依
存し，なかでも，賃金収入の割合が極めて高い事実を強調したい。
1.3 故郷における実家の帰属階層
調査票では「ご自身は故郷における実家の経済的状況をどのようにお考えですか」に対し
て，上，中の上，中，中の下，下という５階層の中から一つを選択してもらった。図２はこ
の結果を示すものである。全体として，圧倒的多数の農民工 (73％) は実家が故郷では中層
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表１ 回答者の実家の土地と収入
回答者の戸
籍所在地
回答者数
(人)
１人当たり
耕地(ムー)
１人当たり
収入(元)
対家計調査
比(倍)
賃金収入
(％)
農業収入
(％)
非農業経営
収入(％)
その他収入
(％)
湖南 356 1.75 6953 1.54 80.7 7.8 7.7 3.8
広東 342 0.53 7702 1.20 75.4 7.4 13.4 3.9
広西 265 1.07 6177 1.67 75.5 12.9 9.4 2.1
四川 169 0.64 7163 1.74 82.8 7.5 7.9 1.8
河南 155 1.46 6927 1.56 66.7 16.1 8.7 8.4
湖北 131 1.04 7797 1.67 77.3 9.7 9.6 3.4
江西 109 0.81 8204 1.75 76.7 8.0 13.0 2.3
貴州 67 0.61 6793 2.43 79.2 11.4 6.6 2.8
重慶 66 0.66 5872 1.42 87.0 5.2 6.9 1.0
図２ 故郷における実家の社会経済的階層
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以上に入ると見ている。また，男性より女性が，30代以上より20代以下の若年層がそのよう
な思いを持つ人の割合が一層高い。これは実に重要な政策的示唆を含んでいる。農民工の大
多数は土地を失い生活手段を持たない貧民でなく，農民工の主流をなす若年層，女性は都市
部へ移動し現金収入を得るのが主な目的であろう，ということができる。
1.4 土地の請負経営権を持っているか
調査票から表２のような結果がまとめられた。８割超の人は実家に請負の土地を持ってい
ると答えたが，戸籍，年齢，性別と婚姻状況によっては若干の差異が見出される。非農業戸
籍でいながら土地の請負権を持つというのは，近年大学等に進学した農家の子弟が戸籍を非
農業に転換しないことができ，卒業後，一般の出稼ぎ者と同じように，他地域で流動人口と
して暮らすこともできるようになったからである。また，農業戸籍でいながら土地の請負権
を有しない人も１割に上るが，これは近年の農地請負政策のもたらした結果と考えられる。
また，若年層，女性，未婚者といった属性を有する農民工は，そうでない者より実家に請負
土地を持たない割合が高い。今後，農民工がいま暮らしている都市部に定住できるようにす
るか，それとも旧来のように，歳を取って労働力としての価値が低下した彼らを故郷の田舎
に帰還させるか，という問題を考える上で，重要な判断材料になる。
1.5 送金にみる農民工と故郷のつながり
図３は様々な角度から農民工の送金状況を表している。図 3aと図 3bを総合して以下の事
実を見て取ることができよう。①2007年の送金額も調査時までの送金総額も40代までは加齢
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表２ 実家に村からの請負土地があるか
単位：％
ない ある 全体・人 構成比
全体・人 470 2034 2504
構成比 18.8 81.2 100
非農業戸籍 61.4 38.6 407 16.4
農業戸籍 10.1 89.9 2068 83.6
15～19歳 19.6 80.4 377 15.1
20～29歳 21.0 79.0 1281 51.2
30～39歳 14.7 85.3 525 21.0
40～49歳 16.2 83.8 266 10.6
50歳～ 12.7 87.3 55 2.2
女性 20.2 79.8 1079 43.1
男性 17.7 82.3 1427 56.9
未婚者 21.3 78.7 1387 55.3
既婚者 15.7 84.3 1119 44.7
注) 乗検定の結果，年齢階層，婚姻状況に関して各カテゴリーにお
ける構成比が１％で有意に異なり，性別ではそれが顕著でない。
とともに増える傾向がある。②この傾向が既婚の男女，または未婚の男性では顕著にみられ
るのに対して，未婚の女性にはない。③送金額が既婚男性，既婚女性，未婚男性，未婚女性
の順で減少する。④年間の送金額1000元から6000元未満でいる人が多く，１万元前後の送金
者も少なくない一方，送金しなかった人も35％に上る。若い世帯において送金しない人が比
較的多いからであろう。実際，1985年以降生まれの人が全体の42％であるのに，同年齢層に
おける未送金者が52％を占めたのである。
２．農民工の暮らし方
2.1 農民工の婚姻および配偶者との居住状況
図 4aは調査対象者を1970年代まで生まれ (29歳以上) と80年以降生まれ (28歳以下) の
両グループに分けてそれぞれの婚姻状況を示したものである。全体では未婚者と既婚者の割
合はそれぞれ55％，45％ (死別，離婚を含む) だが，世代によっては様子が全く異なる。80
年以降生まれの既婚率が17％，70年代まで生まれのそれが92％，という具合である。
既婚と答えた人に，その配偶者の居場所について尋ねたところ，図 4bに示された結果が
得られた。同じ企業，同じ都市，故郷，他地域にいるとの回答者割合はそれぞれ26％，47％，
20％，８％を占める。７割超もの農民工は配偶者と同伴して出稼ぎ先に来ているということ
である。これが世代の違いを超えて観測されたところに特徴がある。農民工の出稼ぎは従来
の単身型から夫婦同伴型へと移行しつつあるといえる。
ところが，配偶者が自分と同じ企業または同じ都市にいるからといって，夫婦は必ずしも
同居しているとは限らない。表３はその人たちの居住状況を示している。該当者781人にお
いて，配偶者が同じ企業にいながら同居していない回答者が13人 (1.6％)，配偶者が同じ都
市にいるのに同居していない回答者が55人 (7.0％)，いる。もちろん，同伴して来ている既
婚者の９割超が配偶者と同居している事実をもっと注意深く見なければならない。
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図 3a 農民工の実家への送金
(元)
図 3b 男女別，送金額別にみる人数構成
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さて，農民工はどのようなところに住居を構えているのであろうか。調査票では社員寮，
賃貸住居，友人宅，仕事場，マイホーム，その他との選択肢を用意して，そのうちから１つ
を選択してもらった。表４はその集計結果である。会社が用意した社員寮に住んでいるとの
回答者が最も多く，全体の過半を占めた。それに次いで多いのは賃貸の住まいだ。仕事場と
答えた人はわずか3.2％と意外に少ない。珠江デルタの農民工が主として工場に勤めている
ことが反映されたのであろう。
実際，表５のように，多くの私営企業，外資系企業などが従業員に住まいを提供するだけ
でなく，食事まで提供したりする。調査対象者の半分が勤め先から食事 (社員食堂) と住ま
いの提供を受け，住まいだけの提供を受けた人も２割超だ。両者を合わせると７割以上にも
上るのである。国有企業，欧米系企業および株式有限会社では，それが若干低いのと対照的
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図 4a 世代別にみる婚姻状況
図 4b 配偶者の居場所
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表３ 世代別にみる既婚者とその配偶者との居住状況
単位：人，％
配偶者の居場所
合計
配偶者の居場所
合計
同じ企業 同じ都市 同じ企業 同じ都市
70年代まで
生まれ
(29歳以上) 配偶者と
同居して
いるのか
はい 206 335 541 26.4 42.9 69.3
いいえ 8 43 51 1.0 5.5 6.5
小計 214 378 592 27.4 48.4 75.8
1980年以後
生まれ
(28歳以下)
はい 59 113 172 7.6 14.5 22.0
いいえ 5 12 17 0.6 1.5 2.2
小計 64 125 189 8.2 16.0 24.2
合計 278 503 781 35.6 64.4 100.0
注) 二重線の左と右はそれぞれ人数と全体を100とした構成比である。
に，私有企業，台湾・香港・マカオ系企業，個体戸および日本・韓国系企業では，従業員に
対する住まいの供給は一般的である。ただし,「提供する」ということの意味は，無料であ
る場合もあれば，従業員に賃貸することもある，ということである。
2.2 農民工の消費生活
年齢階層別の消費支出およびその内訳を示す図 5a，消費支出の対収入比ならびにエンゲ
ル係数（消費支出に占める食費の比率）を示す図 5bによれば，①20代，30代の消費支出が
その他より顕著に多いが，背景に月収水準が高いことがある。②食事，家賃，通信，交際，
娯楽などほとんどすべての費目に関しても，20～30代の支出が多い (左軸目盛)。③ところ
が，消費支出の収入比およびエンゲル係数はともに加齢すると一定の傾向性を見せ，前者が
低下し，後者が上昇するのである（観測数の少ない50代以上を除く)。
2.3 農民工の受診および費用負担
農民工は農民であり産業労働者であるという一方，時にはどちらでもないように扱われて
いる。典型的な例として農民工の政治的権利が制約されていることが挙げられる。故郷には
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表５ 勤め先による食事および住居の提供状況
単位：人，％
食住提供 食事提供 住居提供 提供せず 合計・人 構成比
私有企業 52.0 4.0 21.3 22.8 1129 45.6
台湾香港マカオ系企業 56.6 2.7 20.2 20.4 401 16.2
個体戸 58.2 5.0 17.0 19.8 318 12.8
株式有限会社 36.1 9.0 32.5 22.3 166 6.7
国有企業 26.3 7.1 32.3 34.3 99 4.0
日本韓国系企業 41.2 9.3 28.9 20.6 97 3.9
その他外資系企業 48.5 8.8 16.2 26.5 68 2.7
欧米系企業 32.8 1.6 37.7 27.9 61 2.5
その他 40.3 1.4 31.7 26.6 139 5.6
対象者全体 49.8 4.5 22.9 22.8 2478 100.0
表４ 出稼ぎ者の居住形態別構成
単位：人，％
回答者数 社員寮 賃貸 友人宅 仕事場 マイホーム その他 小計
女
性
未婚者 631 65.0 28.7 3.8 1.4 0.2 1.0 100
既婚者 447 31.5 57.3 0.9 3.1 4.3 2.9 100
小計 1078 51.1 40.5 2.6 2.1 1.9 1.8 100
男
性
未婚者 759 61.8 33.5 0.5 2.9 0.7 0.7 100
既婚者 668 38.6 50.1 1.0 5.1 3.3 1.8 100
小計 1427 50.9 41.3 0.8 3.9 1.9 1.2 100
合計 2505 51.0 41.0 1.6 3.2 1.9 1.4 100
選挙権があるのに，出稼ぎ中という理由でそれを行使しない人が多く，また，現住地に戸籍
を転入できないため，人民代表等を選ぶ権利が保障されない。実に，医療，年金など社会保
障においても類似する問題が存在する。
アンケート調査では，2008年初から調査時 (同７月) まで医者にかかった回数，支払った
医薬費，公費と自費の負担状況について聞いたところ，図６が示すような結果が得られた。
調査対象全体では，１人当たりの受診回数が0.8回，医薬費総額が200元，そのうちの８割強
が自己負担，というふうになっているが，年齢層によって大きな差異が見て取れる。加齢す
るとともに，受診の回数が増え，支払った医薬費も増加傾向だ (40代まで)。当然の結果で
あろう。
ところが，病院に行ったことのない人もいるので，受診の回数ごと費用の負担状況を検討
する必要がある。表６はその結果である。同表の示すところによると，実に６割以上もの人
が対象期間中受診した経験を持っておらず，自費で薬を買った人も数人に留まる。他方，４
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図６ 医療を受けた回数と費用負担状況
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図 5a 農民工の消費支出およびその内訳 図 5b 収入，消費支出比およびエンゲル係数
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回以上の受診経験を持つ人も非常に少ない。医薬にかかった費用は受診回数に応じて増え，
自己負担率も同じように上昇する傾向を見せる。確かに，若年層が大半を占める農民工とい
う特殊な集団に病院と無縁の人も多かろうが，今後，集団全体が加齢していくにつれ，公的
医療によるサービスの提供が重要性を増すことになるのであろう。
３．暮らしの中のネットワーク
3.1 移動と就職のきっかけ
多くの先行研究が指摘しているように，農民工は主として自らの意思決定で地域間移動を
行い，彼らの就職も行政や学校のような公的機関というよりも，主に家族，親戚，同窓，同
郷など私的な関係を通して果たされている。それを背景に，出稼ぎ先での求職，就業，日常
的な付き合いやトラブルの処理において，農民工は伝統的な地縁・血縁関係に頼ることが多
いといわれる。
珠江デルタ調査では，下記のような事実が改めて確認されている。第１に，最初出稼ぎに
行った時に，１人の単独行動であった人は回答者の48％を占めるが，男女間に大きな開きが
ある。男性が56％であるのに対して，女性が38％に留まる。ほかの人と一緒に移動したと回
答した人の同伴相手は，配偶者・恋人が34％，ほかの家族が20％，親族が26％，同窓が22％，
その他知り合いが８％ (複数回答)，であった。過半数の農民工は何らかの伝統的血縁・地
縁関係に頼ってはじめての移動を果たしたのである。
第２に，移動したきっかけとの関連か，はじめの就職機会 (ルート) を提供してくれたの
も主として親友や家族の関係者となった。同調査では，６割超の人が親友の紹介で初職を手
に入れたと答えており，学校・６％，行政・１％，企業の募集・11％，仲介機構や広告・17
％を大きく引き離した。
3.2 ネットワークの果たす役割
上述した農民工の特殊な移動と就職の経歴を踏まえて，調査票では出稼ぎ先における生活
体験，ならびに，さまざまな事柄に対処するため，どのようなネットワークを使ったかにつ
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表６ 農民工の受けた医療サービスおよび費用負担
2008年１月～７月に
病院に行った回数
人数分布
(％)
かかった医薬
費の総額(元)
職場等からの
請求額(元)
うち，自己負
担額(元)
自己負担割合
(％)
０回 64.1 0 0 0 100.0
１回 16.5 297 78 216 72.7
２回 10.0 493 76 416 84.5
３回 5.1 607 101 499 82.2
４回以上 4.3 1410 129 1285 91.1
対象者全体 100 190 31 157 82.9
いて聞いたところ，興味深い結果が得られた (表７，表８)。
表７の一番下の行は，日常生活の中で起こったさまざまなイベントに対処，処理する際に
役立った関係者を挙げた回答者の割合であり，出稼ぎ先でそうしたイベントを経験したこと
がある農民工の割合と理解してよい (複数回答)。
第１に，ほとんどの人が宿泊で困った経験を持つが，それへの対処に際して家族や親戚が
非常に重要な助けとなった (８割の該当者が家族，親戚を挙げた)。病気になった経験者は
６割程度に留まるが，その際に世話なったものが主として家族となっている。ほかに暮らし
と深く関係する情報の提供，コネの紹介，見学時の同伴，借金，情感の交流などにおいても，
血縁関係，同窓または同郷のような地縁関係の存在意義が大きい。それに対して，仕事の斡
旋，研修機会の提供，昇進においては，上司や組織のトップが比較的重要となる。
第２に，飯代がない，病院にいく金がない，お金が騙された，失業した，住む所がない，
職場で虐めに遭った，外で虐めに遭った，交通事項に遭った，労災に遭った，といった農民
工が直面しやすい事件・事故に関して，もし遭遇したことがあるなら，その際にどのような
関係者に助けを求めたかについて質問したところ，表８のような結果が得られた (複数回答)。
該当者数および調査対象者に占めるその比率，つまり，出稼ぎ先で経験した人の割合は同
表の下の行に示している。失業の経験者が過半数，食，住に困ったことのある経験者がそれ
ぞれ42％，36％，その他はおおむね低い水準にある。労災，詐欺，虐め，交通事故に遭った
ときには行政に助けを求める経験者の割合は比較的高いが，その他では血縁・地縁関係に頼
る比率の高さが目立つ。農民工に関する政策の転換が進められる最中，旧来の状況は大きな
改善を見せずにいるのである。
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表７ 出稼ぎ先で，下記の事柄に遭った際にどのような関係が役に立ったか
情報の
提供
コネの
紹介
見学時
の同伴
仕事の
斡旋
研修
機会の
提供
昇進
宿泊
提供
病気時
の世話
借金
情感の
交流
重要
問題の
討議
トラブル
時の
処理
家族 25.0 19.5 20.1 12.1 4.7 2.4 80.0 53.2 18.5 46.6 60.6 25.0
親戚 34.8 30.5 22.1 15.3 2.6 2.2 79.5 15.0 26.2 12.3 14.1 34.8
同窓 17.4 11.5 12.8 2.4 1.1 0.6 7.7 7.1 11.6 17.7 9.7 17.4
同郷 38.4 34.4 30.4 13.3 3.1 2.6 20.8 16.2 27.3 19.2 12.9 38.4
同僚 17.3 14.7 12.1 6.3 5.2 3.9 19.2 22.5 27.1 25.7 18.9 17.3
上司 3.0 3.1 2.9 29.8 44.8 52.1 5.2 1.6 4.2 2.1 5.2 3.0
組織のトップ 2.6 2.3 1.4 22.8 42.2 42.5 25.8 2.7 8.2 1.0 4.3 2.5
友人 12.7 11.7 8.6 2.9 0.9 0.9 7.6 7.3 11.9 15.9 8.9 12.7
行政 0.5 0.3 0.2 0.6 0.7 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5
企業家 0.3 0.5 0.0 0.5 0.9 1.0 0.7 0.0 0.2 0.0 0.0 0.3
対象者全体 2065 1668 1174 1166 990 821 2501 1497 1661 1742 1849 2063
該当者比率 82.3 66.5 46.8 46.5 39.4 32.7 99.6 59.6 66.2 69.4 73.7 82.2
お わ り に
本稿では，農民工の故郷とのつながり，出稼ぎ先での暮らし方について，独自のアンケー
ト調査に基づいて考察した。下記はアンケート調査で判明した主な事実である。
①農民工の出身世帯は世帯員数の比較的多いものに偏っている。
②故郷における実家の帰属階層について，農民工の圧倒的多数 (７割) は実家が中層以上
と認識し，その世帯収入の８割以上が非農業に依存している。
③ほとんどの農民工は集団所有の土地を請け負っており，出稼ぎ収入の多くを実家に送金
する形で故郷との強いつながりを保っている。ただし，婚姻状況・世代・性別の相違に
よって実家とのつながりの強さが異なる。
④出稼ぎは従来の単身型から夫婦同伴型に移行しつつあり，夫婦が同居する現象も一般化
している。ただし，その住まいは勤め先の用意した社員寮が３割超，賃貸が半分強，を
占めており，定住できるような状況にはない。
⑤戸籍制度の影響もあって，医療サービスの不足に現れるように，農民工の生活状況は必
ずしも良いとはいえない。
⑥伝統的な血縁・地縁関係は農民工の移動，就職，日常生活の中で重要な役割を担ってい
る。
こうした事実を踏まえ，農民工問題の解決に向けて，どのような対策が必要かについて更
なる検討が求められている。
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表８ 出稼ぎ期間中，下記の緊急事態が起こったことがあれば，誰に助けを求めたか
飯代が
ない
病院に
行く金が
ない
お金が
騙された
失業した
住む所が
ない
職場で
虐めに
遭った
外で
虐めに
遭った
交通事故
に遭った
労災に
遭った
故郷の行政 4.5 7.4 37.1 9.2 7.5 23.2 15.7 10.9 6.1
地元の行政 0.3 0.7 5.0 0.6 0.4 2.9 9.4 10.9 98.9
家族 25.8 35.7 20.5 29.7 18.1 7.5 12.8 28.8 12.7
親戚 24.2 26.0 10.0 27.2 30.4 8.8 14.5 16.6 6.6
友人 44.3 33.1 22.5 41.5 40.9 25.3 37.0 19.5 8.0
同僚 19.0 14.1 9.9 10.0 8.8 18.9 15.7 9.6 12.3
同郷 27.6 20.1 14.4 23.9 28.4 21.4 26.2 11.9 8.2
勤め先 2.5 4.6 0.9 0.9 1.5 19.3 9.4 11.9 60.0
保険会社 0.1 0.2 1.4 0.4 0.1 0.4 0.2 10.6 7.6
社会的救済 0.2 1.5 0.0 0.0 0.2 0.0 1.5 5.0 0.8
該当者数 1060 608 639 1329 891 491 413 302 473
該当者比率 42.2 24.2 25.5 52.9 35.5 19.6 16.5 12.0 18.8
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The Life and Network of Migrant workers
in Zhujiang delta of Guangdong, China
Shanping YAN
The aim of this paper is to analyze the relation between migrant workers and their home com-
munity, and the life-style in the working place from some dimensions, and throwing the actual
condition and feature into relief using an original questionnaire. Section 1 considers the socioeco-
nomic condition of the parents’ home where migrants are sent out, and an economical relation
with the parents’ home of migrants. In section 2, I clarify the life situations, such as habitation,
consumer spending, health, medical treatment, etc. of migrants, and deposit their social features.
In section 3, I picture the guest community life of migrants which are living skillfully in severe
system environment, utilizing a traditional network.
